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本学は昭和62年6月1日に米国 Oregon州 Gresham市にある Mt.Hood Community Col-
legeと姉妹大学の提携調印をした。今後，文化的交流を進める中で，グ、ローパルな視点に立っ
て世界を見，考え，行動する力が，相互の学生に育つことを期待して提携が結ばれたものであ
る。
この調印のために予め送付された Mt.Hood Community Colege Catalog 1987-88によっ
て，この大学を知る機会を得たが，我が国の短期大学に比べて余り大きな違いがあって， その
背景を知らずに広範な理解は困難である。国際交流の一助として，手もとにある資料を手掛か
りにして，成人教育の機会と CommunityCollegeの米国社会に於ける特有の役割を調べ，現
在の問題点と将来の展望を明らかにし，我が国における短期大学について考察する。
E 研究の方法
研究の方法として次の文献を抄訳し参照した。
Mt. Hood Community Colegeの歴史と教育方針について
Mt. Hood Community College Catalog 1987-88 
Maryland State Board for Community Coleges, State Plan and Annual Report・ 
10th Annual Community Colege Plan 
米国における成人教育の機会とその動機について
Arthur W. Chickering and Associates The Modern American College 
Richard E. Peterson and Associates Lifelong Learning in Amenca 
その他全体について
Lewis B. Mayhew The Carnegie Commision on Higher Education 
m Mt. Hood Community Collegeの歴史と教育方針
この大学は1966年（昭和41年）に開校し，現在およそ20,000の学生を在籍させている。
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米国の communitycollege一般の歴史を見ると，現在のものとかなり異なるが，今世紀前
半に最初の姿をあらわした。それまでは， 2年制大学といえば殆どは私立で，公立の2年制大
学の総数が私立を上回ったのは漸く 1948年を待たなければならない。公立の communitycol-
legeは次第に増加し， 1983年にはその数が1,064校に対し，私立は155校であった。 commu-
nity collegeを設立する動きが全国的になったのは1940年代の後半から1950年代の前半にかけ
てで， 1960年代から1970年代にかけては大学数と学生数の増加は著しいものであった。現在こ
の増加の速度は低下しているが，高等教育機関としての communitycolegeの米国社会にお
ける意義はこれからも高まり続けると考えられる。
Mt. Hood Community Colege (MHCC）の便覧には
r・・H ・人的条件と物的条件で可能なかぎり，地域社会の現在と将来にわたる教育の要望に
応えるようによい学習の場を地域社会に提供する。』
とある。そして，MHCCが掲げる教育の目標には
『1) reading, writing, computing, speaking, listening, analyzing等の基本技能を伸ばす
基礎教育
2）文化遺産，芸術，人文科学，身体と精神の健康，分析的・科学的 ・創造的方法を学び，
個人の成長と社会化を進める一般教育
3）伝統的な科目ばかりでなく新しい科目をとりいれて，広い範囲にわたる学習経験の場
となる多様性のある良い教育
4）地域社会の人々の要望に合わせ，理論面， 応用面， 実際面を考慮のうえ学習経験を積
ませる柔軟なカリキュラム
5 ）学習することに意義をみとめるもの全てに門戸開放
6）実際経験，協力関係，指導力等を育てるために教室外の学習経験
7）地域社会の人々に合わせて，教養，レクレーション，市民活動など広いプログラムj
などがその主なもので，これからも地域社会と関係が極めて密接で‘ある。さらに学科課程に
ついても，その目的は
『職業専門教育は，学生に有効な職業教育を与え地域の商工業界に基本的技能と基礎的な
理解力をもった労働者を供給する」
とある。前期2年終了後，後期2年の大学教育を受ける学生のために転学コース（ transfer 
programs ）があるが，実際上転学者がやや減少していて，それと反比例して，地域の教育要
求を多面的にとりいれたプログラムが増加し，地域との関係をさらに深めている。 Mt.Hood 
Community Colegeの教育の目標は要するに（1）職業教育と昇進のための訓練，（2）高等教育へ
の準備，（3)1国々の技能と特性が主なものである。便覧に示されている学科課程を見るとこの大
学の特性がより具体的に表れている。
1 職業技術教育課程
この課程は就職前に操作法や技術にかかる知識を身につけて，職場の再教育や技術の進
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歩に伴う研修をし，基本的な初歩的な技能の訓練をうけて，有能な職業人として社会に出
るとことを目的としている。履修状況によって免許（ certificate ）や学位（ associate 
degree ）を与えられるが，2年間で習得することを予定しているので，直ちに高度な専
門家（ professional ）となるためでなく，後期の大学で更に高度に研究する基礎を学ぶか，
専門家の仕事を補助する準専門家（ semi-professional ）の養成を目指す。
この課程は次に見るように地域社会の業種の主なものは殆ど含まれている。
会計。建築工学。自動車工学。 航空機操縦法。事務処理機器関係システム工学。 商業実
務。商業経営一般。小売り業経営。テレビ・ コミュニケ シーョン。コンピュー タ操作。
美容法。歯科衛生。幼児教育。電子工学技術。エレク卜ロニク・システム工学。秘書学。
消防工学。漁業工学。園芸学。 食品学。林学。埋葬学。グラフィック・デザイ ン。図学。
写真工学。危険物・有害物取扱。ホテル ・観光経営。オ トーメーション ・ロボッ卜工学。
国際貿易。出版ジャーナリズム。法務秘書。 製造工学。 機械工学。 医療助手業務。医療
受付業務。医療秘書。精神衛生。看護学。職業病治療法。一般事務。園芸。運動機能回
復・治療。ラジオ放送技術。受付業務。心肺機関治療法。外科学。テレビ放送技術。溶
接工法。ワード・プロセッサー操作。
2 後期大学転学課程（ transfer programs ) 
(1）芸術・文化課程 （associate degree of arts and lettersの学位）
建築。室内建築。芸術。 芸術教育。芸術史。 英語。外国語。一般教養。ジャーナリズム。
造園。音楽。スピーチ。演劇。
(2）経営課程（ associate degree in businessの学位）
農業経営。経営管理。経営教育。 ホテル・レストラン経営。
(3）自然科学課程 （associate degr目 inscienceの学位）
農学。環境科学。生科学。生物物理学。生物学。化学。応用化学。指圧治療。コンビュー
ター・サイエンス。歯科衛生。工学。漁業。ワイルドライ フ・サイエンス。林業。自然
科学一般。地質学。 保健。健康管理。工業経営。 製造工学。 数学。医学工学。医学。看
護。 作業療法。 検眼法。 植物防疫法。薬学。 体育。 物理療法。物理学。足病治療法。レ
クレーション ・レジャー指導法。野外レクリエーション指導法。 獣医学。
(4）社会科学課程（ associate degree in social scienceの学位）
アメリカ研究。人類学。コミュニティ ・サービス。 刑事裁判。経済学。 初等教育。中等
教育。 社会学科学一般。地理学。老齢問題。家政学。 歴史学。法律学。哲学。政治学。
心理学。宗教問題。ソーシャル・ ワ クー。 社会学。
3 特別課程
(1）一般研究
職業専門教育課程や大学転学課程に設定しているどのカリキュラムにも興味がないが，
とりあえず大学の前期の学習を求める者に希望にしたがって柔軟に学習できる。
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(2）舞台芸術
舞台芸術に出来るだけ自分の才能を伸ばすための将来の基礎を学習する。
(3）音楽
音楽の理解を深め才能を伸ばし，専門へ進む基礎を学習する。
(4）演劇
演技と演出，舞台装置の 2分野で理解を深め才能を伸ばす。
(5）国際問題
国際社会を広く理解し民族と国家の相互依存関係を学習する。
4 その他の機能として
(1）地域学習センター（ Maywood Center ) 
自分のペースで学習できるフログラムが用意されていて，勤務に就く前とか後で，また
子供が学校で勉強している聞とか，個々の都合に合わせて学習する。内容には教養，個
人の向上，職業にかかる学習，余暇活動，技能訓練などがある。
高校未終了者，移民，亡命者，特別の指導を必要とする幼児の学習の場である。
(2）地域経済開発センター（ The Center for Community and Economic Development ) 
MHCCと地元の経済界，産業界，専門職の各機関，地域の団体，住民を繋ぐもので，
学習や訓練や生涯教育の場となる。
また，企業診断，経営セミナ一，経営情報の提供等が行われている。
(3）テレビ放送プログラム
MHCCがテレピで学習出来るフログラムを制作している。
個々の学習者がテレビを見て，教科書を学び，さらに大学で教授の指導を受けられる。
主なものに次のものがある。
コンピュータ。アメリ カの経営システム。経営の基本。家庭の経理。 現代の健康問題。
頭と心と行動。天体。行動の理解。子育て。医学用語。
N 米国社会における成人の学習機会
MHCCは，地域との関係のなかにこの特徴があると考えられるので，その前提になってい
るcommunityの教育の営みを明らかにし， communitycollegeはcommunityのどの部分の
教育といかなる関係にあるかを考察することにする。米国の社会の学習や教育の機関について
次に分析している。
資料米国に於ける成入学習の機会と参加数
意図的教育と学習（ Deliberate Education and Learning ) 
1 学校教育（ In the Schools ) 
初等前教育（Preprirnaryeducation) 
初等中等教育（Elementaryand secondary education) 
大学教育（Colege and university undergraduate) 
大学院等（Graduateand professional education) 
教育委員会成人教育（Publicschool adult education) 
私立職業学校・企業内学校（Proprietaryschools) 
大学開放講座（Colegeand university extension and continuing education) 
地域主催講座（Community education) 
2 非学校教育（ In N onschool organizations ) 
個人企業（Privateindustry) 
専門職研修（Professionalassocほtions)
労働組合研修（Tradeunions) 
公務員研修（Government services) 
連邦政府雇用促進研修 （Federalmanpower programs) 
軍務にかかる研修（Militaryservices) 
連邦政府主催農業研修（Agriculturalextension) 
都市レクレーショ ン活動（City recreation department) 
地域社会の様々な品E織の活動（Coernunity organizations) 
宗教団体 ・教会等の活動 （Churches and synagogues) 
自由大学（Freeuniversities) 
国立公園，森林等での活動 （Parksand forests) 
単位 100万
参加者の概数
10.0 
42.0 
9.5 
1.5 
1.8 
1.2 
3.5 
0.5 
5.8 
5.5 
0.6 
3.0 
1. 7 
1.5 
12.0 
5.0 
7.5 
3.3 
0.2 
推計不能
3 個別におこなう意図的学習 （Individualy Used Sources ) 
地元で各個人から受ける指導（Personal-athand) 推計不能
地元を離れた所から受ける指導（Personal-atdisnance) ’， 
旅 行（Travel) 。
活字メデ ィア（Printmed凶 ク
エレク トロニyク・メディア （Electronicmedia) 。
無意図的学習 （Unintentional Learning ) 
家 庭 (Inthe Home) 全員
月散 場（Atwork) , 
チ入で 友（Fromfriends) /,-
マスメディア （Fromthe mass med叫 // 
そ CT) 他（Othersources) ’， 
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年 齢
l歳～4歳
5歳～17歳
18歳～21歳
21歳～27歳
16歳以上
18歳以上
28歳以上
全年齢
分類に使われている用語の日本語訳は誤解を招く恐れがあるので，使われている英語を付す。
また，適切な意味を知るにはある程度，背景を説明しなければならないが，紙数の関係でここ
では詳しく説明する事をさける。 全体の傾向を概数でとらえ，考察の手掛かりとするために引
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用するにとどめる。参加者の概数はそれぞれの項目に延べ数で表しである。この調査によると，
米国では，年齢を問わず意図的教育や学習に参加しているものが全体で11,600万人いる。その
9パーセントに当たる約1,000万人は小学校教育を受け，36パーセントの4,200万人は義務教育
を受けていることになる。そして，残りの6,200万人は義務教育後の教育（ postcornpulsory 
learning ）を受けている。この6,200万人のうち28パ セーントの1,800万人は大学等の教育機関
に在籍し，他の72パーセント4,600万人は他の機関で学習している。この数字で明らかなことは，
大学等の教育機関で学習するより他の機関を利用する成人のほうがはるかに多い。これは延べ
数を示し，成人で職に就きながら学んでいることもあるので， これは当然と言うべきである。
残念なことに communitycollegeは随時入学させる仕組み（ open-door ）をもち，全日制の
学生（ full-timer ）や，定時の学生（ part-timer ）が混在していて， 学生の数を特定出来ない
が，ある調査によると 2年制の前期大学在籍数は， 1970年に223.3万人であったが， 1982年に
は444.2万人にのぼり， 215ノf一セントも増加した。commutitycolegeにはおよそその95パー
セン トが在籍していると推計している。 また，ある調査によると，1971年には1.111校の
commumty collegeに268万人の学生が学んだことになっている。
ここでは，学校教育と非学校教育の参加数を communitycollegeの関係で，おおよそ比較
するにとどめる。
学校教育や非学校教育の2つの領域に比べて大きな領域を持っているのが，無意図的学習の
領域（ Unintentional Learning ）と個人的に行っている意図的学習の領域（ Individually 
Used Sources ）である。 ここでいう unit巴ntionallearningとは人が生活する場，言い換えれ
ば人聞が生きている場に副産物と して必ず営まれている学習とか教育を意味し， individualy 
used sourcesには，個人で取り組む学習全体を含むもので，共に極めて広義の学習や教育を意
味している。
地域社会の要求と密接な関係にある communitycollegeの教育を知るために， その前提に
なっている狭義の学校教育（ school education ）や非学校教育（ nonschool education ）ばか
りでなく，広義の意図的教育（ unitentional education ）や個別におこなう学習 （individualy 
used sources ）についても明らかにする必要がある。 communitycollegeは地域の教育要求
を入れ，また，地域社会は多様な教育要求を communitycolegeに取り入れることを求める
という関係にあるからである。資料の米国における成入学習の機会と参加数について説明の抄
訳を加えることにする。
無意図的教育 （Unintentional Learning ) 
人聞が個としてでなく複数で生活する場に何らかの教育の営みがある。人聞が生活すると全
く同時に学習が行われていると言う意味では，生活即学習である。人聞が生を受けて死ぬまで
学習を継続していると言う意味である。我々が日常経験しているが，全く意識の外にあるこの
意図せずに人間相互に影響し合う力は計りしれないもので，意図的教育に比較しでも潜在する
教育力が著しく大で，これを無視して意図的な教育を進める計画はすべて挫折すると見ていい。
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社会の中に営まれている無意図的教育には，家庭における学習，職場でうける学習， 交友で学
ぶ学習，マス・メディアから受ける学習がある。
家庭
全く孤立して生きる人聞は殆どない。相手が一人であれ二人以上であれ，親密な関係の
中で，通常は肉親とか親子兄弟という関係で家庭生活を営み，相互に影響し合う。例えば，
大学に入るとか，勤務のために， 一生の中で家庭を離れて生活することもあるが， 完全に
家庭と離れて生活している訳ではない。人々は意図せずに家族から学ぶ。親は子供の手本
になる，なろうと努力する。親は子供から学校や，近隣，文化の移り変わり等を知る。 祖
父母から子供は歴史や文化の連続を学ぶ。食事の対話の中で，家族の様々な行動の中で，
学び，行動のパターンを身に付ける。様々な家族との教育的交渉では，家族の数や家族の
行動のパターンの多様さに比例して学習状況が豊かになる。
職場
米国社会でおよそ大人の 4分の3は一定の職に就いていて，起きている時間の半分は職
場ではたらく。パートで週10時聞から20時間働く若者が多く，1年間の働く経験からかな
り多くの教育的影響力が見込まれる。職場の様々な仕事を通じて， 意図せずに知識を得た
り，技能を高め，感じかた，態度，価値観などを身に付ける。 また，職場を共にする同僚
と職場を離れてからも交際し，お互いに影響し合うこともある。
交友
次の主要な教育的交渉の場は交友によるもので，家族や職場と同様，共に過ごす時間に
比例して，影響の度合いが大きい。敬愛する友人と経験を共にしながら，技を磨き，直感
力や理解力を養う。
マス・メディア
成長や発達のために意図した内容を除くと，気晴らしのための低俗なテレビ，ラジオ，
新聞，雑誌を見て教育としてマイナスの働きしか持たす，マス・メディ アに意図的教育力
はあるが，意図しない教育を想定できないと考えがちである。 が， コマーシャル ・テレビ
等にも多くの大衆の心をとらえ引き付ける力があるので，大衆を教育する大きな無意図の
力がそこに働いていると考えられる。
無限の教育要求をもっこの無意図的教育の場を仮にcommunitycolegeの教育市場と して
みるとする。communitycolegeの予算は入学する学生数に応じて配分され，魅力がなく学
生が集まらなければ講座を縮小したり閉鎖しなければならない。そのため communitycolege 
の側からどのような教育フログラムを作成して市場に売り込むか，また，税金を納めて com-
munity colegeの経営を成り立たせている地域の納税者の立場から，いかに自分達の教育要求
をcommunitycolegeに入れさせ安い費用で学習の機会を手にするかが常に問題となる。
無意図的学習の次に大きな領域を占めているのが，個別におこなう意図的な学習の分野
( Individualy Used Sources ）である。成人のアメ リカ人の79パーセントは個別でおこなう
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何らかの学習や研修をしていて，大学やそのための教育機関でグループで学習する数の3倍に
相当する。具体的には次のような内容である。
地元で各個人が受ける個人指導（ P巴rsonal-athand ) 
＊親しいその道の専門家：職務経験があるとか，技能に優れているとか，趣味が豊かであ
るなどの理由で知人から費用を度外視して受ける指導
＊交友や肉親 ：何かを学びたいと思った時，当てになる友達や肉親からうける受無意図的
な学習にもあるが，ここではある程度計画的な目的を持って行われる学習で，また逆に
身に付けたことを友達や肉親に伝える指導
＊個人教授，個人相談 ：授業料を払って受ける一定の分野の指導，一定の料金を払って受
ける相談などで，ピアノや体育の指導者，医師，弁護士， 建築家，サイコセラピス トな
どがこの中に含まれる。
地元を離れたところから受ける指導 （Personal-at distance ) 
＊通信教育 ：米国に約500万人いると見込まれている通信教育による学習で，全体のコー
スを終了する率はかなり低い。
＊ネットワーキング ：新しい分野を研究し，情報や知識を交換し合う。いわゆる invisi-
bl巴colegeと呼ばれている。
旅行 ：旅行が教育の力を持つことは明らかであるが，無意図的側面と意図的側面がある。
例えば，出張で旅行して，用務外のその土地の文化や歴史を学ぶとき前者の働きがあり，
研修とか視察を目的にするときは後者の意味である。
活字メテεィア ：ある分野を学習しようとするとき書物を念頭に浮かべる。 しかし個人が
学習し易いようにコースに分けたり， フログラムに組まれたものがある。
エレクトロニック・メディア ：テレビ。ラジオ。テープ。レコー ド。ビデオテープ。家
庭用コンピュータ。
教育産業と結びつくこれ等の個々に行われている意図的学習は次第に拡大し，教育機関の
領域を将来脅かすほどになると予想されているにもかかわらず，まだ教育の専門家に十分
理解されず深刻に受け止めるほどになっていない。
非学校教育 （N onschool organization ) 
この調査の分類で個人企業，専門職研修，労働組合研修，公務員研修，連邦政府農業研修，
軍務にかかる研修は全体的に内容やフログラム構成がある程度一定していて規模が大きい。学
ぶ動機はどちらかと言えば個々の内的なものに動かされるのではなく，昇進と関係するなど，
外的な所属する組織体の方針等によって参加するものである。あとの部門はそれぞれ特有の学
習の形態を持ち，極めて個人的な，職業と直接関係ない動機や興味に因るものであることに予
め注目しておく必要がある。
個人企業 （Private industry ) 
IBMとかATT,Xeroxなど企業が行う研修を示すもので，規模や内容，程度も優れていて，
ある統計によると1972年に参加者の総数590万人と報告されている。
研修の仕方で分類
社内で勤務時間中：全企業の30パーセン卜 370万人参加
社内で勤務終了後：全企業の39パーセント 70万人参加
社外で勤務時間中：全企業の 9パーセン卜 10万人参加
社外で勤務終了後：全企業の89パーセン卜 130万人参加
専門職研修 （Professional associations ) 
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弁護士会，医師会，学会，経営者の会等，職業にかかる専門的な研修を全米，州、l毎， あるい
は地方毎に組織的に行う。この種で特に活発なものは中程度の経営者の研修会で，会計，デー
タ，情報処理，経営管理力にかんする多彩なフログラムをこなしている。 また， 多くの工学や
技術に関する研修会も，現在および将来の課題解決に取り組んでいる。
労働組合研修 （Trade unions ) 
労働組合の研修全体はとらえにくいが，米国に約2000万人の組織労働者がいて，研修の4つ
の主な型がある。 communitycollegeと提携して， associat巴degreeを与える。
実地研修（ apprenticeship program ）労使が協議のうえ，また単独で，実務研修をする。
労働教育（ labor education ) 労働組合が主に主催し， 具体的な現場の問題を研修す
る。
労働学習（ labor studies ) 労働を社会科学として広く研究する。
大学での研究（ college course ) 全額か一部の，学費の支給を受けて研究する。しかし，
活用しているのは資格のある組合員のlパーセントで
ある。
公務員研修 （Government services ) 
およそ1,500万人の公務員がいて，その60パーセントが地方自治体， 22パーセン卜が州政府，
18パーセントが連邦政府の公務員である。それぞれの研修の仕方も異なる。
連邦政府（280万公務員）
研修領域 参加パーセン ト
専門の技術 29 
行政分析 19 
法律 ・科学問題 13 
管 E里 11 
公務オリエンテーション 9 
事務技能 8 
技 f市T 5 
読み書きの基礎 1 
州政府
州政府によって公務員の人数や財政の程度が異なるため，全貌をつかめない。カリ フオニヤ
の例では191万人の公務員が庁内で研修を受け，外部で行う研修に100万 ドル以上予算を使った。
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地方自治体
人口 l万人以上の都市の3分の2は研修を行っている。
研修領域 （実施している都市内パーセント）
技能実習 90 
管理教育 79 
人間関係 40 
チーム作り 31 
研修機関
大 学等 73 
外｜の研修機関 60 
コンサルタント 35 
インターナショナル都市経営研究会 30 
アメリ カ経営研究会 11 
その他の研究会 10 
公務員の研修は殆ど所属する職務能力に関するものであるが， 管理とか人間関係に係る研修
は，特定の職務からはなれでも生涯応用でき役に立つ。
連邦政府雇用促進研修 （Federal manpower program) 
連邦政府労働省が計画し実行する雇用促進のための研修で， 1976年に52億ドルの予算を使っ
て，330万人に研修の機会を与えた。
CETA研修 ( the Comprehensive Employment Training Act ) 
1973年に制定された法律による研修で，成人はすべて働く機会を持つべき
であるという方針による。実際の運用は地方の都市や郡の機関に任せてい
る。 1976年に160万人参加。
Job Corps研修（ the Job Corps ) 
肢体の不自由な人に基本的な矯正治療と技能訓練と して社会生活に参加で
きるようにする。 学校教育終了後働けるように1978年には2万5千 ドルの
予算をかけ， この研修をすすめた。
軍務にかかる研修 （Military servic巴s) 
軍務についている約200万人の殆どは年齢の若い男性である。 18歳になる 4人に1人は新兵
としての教育を受けている。志願制で，軍隊での広い教育内容が応募の誘因になっている。 概
して，教育訓練には，
1 軍務に直接関係するが，殆どが公務員としての仕事に転用できる訓練
2 個人が自分の意志で決めた目標を達成する教育
があり，特に後者の教育 （Voluntary Education Program ）では執務時間後，全兵員の4分
のlに相当する約575,000人が1000校の大学で学習した。この場合，学費の75パ セーントは償
還される仕組みになっている。軍務についているこのような大多数が大学教育をうけやすいよ
うに，360大学が連携して単位の習得，転学の方針を協定している （Servicemen’s Opportu-
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mty College ）。また，この中の13パーセントもある高校中退者に，基礎教育を完成させ，多
くの若者に軍務に就かなければ失うかも知れない大学教育をうける機会を与えている。
連邦政府主催農業研修（ Federal manpower programs ) 
連邦政府農務省の主導で，郡 （county ）の機関や農業経営者と協議して州政府が行う。各
州にある land-grantcollege （連邦政府から援助をうける資格のある大学）が実際の管理を行っ
ている。各州で、行っている内容の主なものは， 次のとおりである。
農業と国家資源
家庭経済
4-Hクラブ活動
地域開発問題
(39) ( ）内数字はパーセント
(21) 
(32) 
( 8) 
具体的には，農業経営者， 牧畜経営者，農産物加工業者，農村家庭，農業社会に向けて，農
業経営や田舎の家族生活を中心に内容は様々である。年齢も乳児や高齢者を除くと殆どすべて
の年代にわたって，約1,200万人の参加者に及んでいる。
非学校教育の次の部門は，極めて個人的な職業と直接関係がない動機や興味によるものであ
る。
都市レクレーション活動 （City r巴creationdepartment ) 
市の行政機関が教育機関と協力して主催し公園，博物館，水族館， キャンプ場，天文台，体
育施設等を利用して行う。
地域社会の様々な組織の活動（ Community organizations ) 
地域にある趣味，教養，娯楽，ボランティア， 奉仕， 老人，慈善のクラブや団体等が行う。
宗教団体，教会等の活動 （Churches and synagogues ) 
米国でこの主の活動が特に盛んなために，communityorganizationと分けたものであろう。
自由大学（ Free universities ) 
実験大学（ Experimental universities ）と同様の性格を持ち，米国特有のものである。
anyone can teach and叩 yonecan learn （誰でも教えられ，誰でもが学べる）という哲学によっ
て参加するものが費用を負担して，全く 自由に行う。
国立公園，森林等での活動（ Parks and forests ) 
連邦政府，州政府等が所有し，管理している公園，森林，史蹟，戦場，遺跡での活動を主体
としたものである。
学校教育 （In the Schools ) 
中等教育後教育 （Postsecondary schooling ) 
成人の学習の機会である米国の中等教育後教育調査の，初等前教育（ preprimary education ) 
と，初等中等教育（ elementary and s巴condaryeducation ）除けば， 殆どすべての領域に及ん
でいる。
大学教育（ Colege and university undergraduate ) 
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全米の高校卒業者の凡そ50パーセントは大学教育をうける。このパーセン トは通学しやすい
大学が学生が住む地域にあるかどうか，特にその地域にcommunitycolegeがあるかどうか，
その州の情況によって異なる。大学生の80パーセントは学費が安く，通学しやすい公立の大学
に在学している。しかし，国家的にも州においても援助を増やしているが，経済的負担が大き
いため大学に入学する学生の社会の階層に一定の制限がある。大学教育の中で community
collegeは年齢の高い層と新しいお客さま（ new clientele ）を相手に極めて高い成長ぶりを
示している。卒業まで漕ぎつけられず，中途で方向を変えるものは大学教育全体で、50パ セーン
トもある。
大学院等 （Graduat巴andprofessional education ) 
1970年代には在籍率がやや低下している。高度な教育を受けた者を適切に雇用する経済的な
力が無いためというのがその理由の一つである。学科で芸術や人文科学が一番打撃を受けてい
る。
教育委員会成人教育 （Public school adult education ) 
大多数の教育委員会は成人教育のフログラムを持っている。連邦政府の成人教育法（ Adult 
Education Act 1966）によって，初等中等教育未終了の成人に高校に相当する学力を付けさ
せようとするものがその一つであるが，そのほかにも英語を話せない移民の英語教育，職業教
育，地域の要望に応えるプログラムなどがある。
私立職業学校，企業内学校 （Proprietary school ) 
主として営利を目的とする一般教育を除いた特定の職業教育をする。大学教育機関の 3倍の
9,000校あるといわれている。この種の学校には内容が充実していて程度が高く評判が良いも
のがあるが一部に強い批判が向けられているものがある。
大学開放講座 （Univesity extension and continuing education ) 
大学の開放講座が成人教育にはたす役割が大きい。歴史的に見ると初期には初等中等教員の
現職教育の意味をもっていたものが発展して，現在参加者330万人に及んて、いる。
プログラムの運営経費は参加者の負担によるので，普通ー講座75ドルの授業料を払える裕福
な教育水準の高い階層が多い。
地域主催教育 （Community巴ducation) 
広い意味をもっているので説明しにくいが，要するに学校を使用しない時間帯や，休日に学
校の施設で単なる学習以外に地域社会の人々の心をつなぎとめるものを中心としてプログラム
を｛乍っている。
v 成人に於ける学習の動機
これまで，MHCCの教育方針と教育課程と成人の学習機会を見てきたが，さらに成人を駆
り立てている学習の動機について見る。先に挙げた文献，LifeLong Learning in Americaの
Adult Learners Characteristics, Needs, and Interestsに従って述べると，成人の動機を
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1 (1) 目的指向（ goal orientations ) 
免許，資格，学位，職等を得たいという動機から学習する。
(2）活動指向（ activity orientations ) 
何かをしたい，活動したいという動機から学習に参加する。
(3）学習指向（ learning orientations ) 
何かをただ知りたいという動機が主となる学習
に分けられる。 これを更に具体的に次のように展開すると，成人学習との関係が明らかになる。
2 (1）現実的な目的を達成したいという願望，例えば，新しい職に就きたい，昇進，収入を
増やしたい。
(2）充実感を得たいとか内的な精神的な願望，例えば，家族を幸福にしたい。
(3）金銭経済と関係なく，ただ学ぶ喜びを味わいたいと言う願望， 学歴の比較的高い層が
中心となる。
(4）正式な学位，資格，技能検定等を得たいという願望，大学入学当初に最も多く年齢の
高い層に最も少ない。
(5）他の人と交際したいとか，決まりきった日常から逃れたという願望，老人など日ごろ
人と接する機会のない人に多く，趣味やレク レー ション活動を求める。
(6）市民として社会的な視野を広めたいという願望，マス・メディアの問題になっている
エネルギー，エコロジー，公害等に市民として解決の糸口を発見したい。
ここにあげた動機から成人は様々な学習の機会を探し求めるが，当然なことながら，それが
全て communitycolegeとは限らない。学校教育機関であれ，また非学校教育機関であれ，
成人の場は多様である。 ただ，先にも述べたように米国のcommunitycolegeが著しく成長し，
地域に重要な位置を占めるに至った理由に成人の様々な層，或いはグ、ループに適合する教育過
程や教育活動を揃えたということ，さ らに様々な層グルーフに適合するように柔軟に学習でき
る組織や構造を作り上げたことが一つあげられる。また，他の一つはcommunitycolegeが
先導で，成人に適合する教育方法や教材，教科書を開発した為である。そして， この成長の最
も大きな力になったのは，地域の教育要求を communitycolegeのカリキュラムに組み入れ
ていたことである。
U 最 後
これまで概観したところで明らかなとおろ，MHCCは日本の短期大学と比較すべくもない，
極めてアメリカ的な歴史と文化の中で、育ったアメ リカ特有の大学であることがわかる。日本の
大学の尺度から見ると，大学らしからぬ大学とも言える。 筆者が他のcommunitycolegeを
調べてみたところでも， MHCCとはかなり違った特質をもっているので， MHCCを見てす
べてを語ることは出来ない。communitycolegeは社会の変動に合わせ，地域住民の教育要
求に焦点をおいて成長してきたものである。この価値判断は別として，日本の場合短期大学を
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含めて大学全体が米国程地域に目を向けていると言えない。我が国のそれは，我が国独自の歴
史や文化に根ざして生長して来たものである。したがって， MHCCと本学との聞に類似点を
無理に見出そうとするならば，2年で終了を予定していることくらいで，一方は男女を含むあ
らゆる年齢層を学習者として予定しているが，他方は，18歳から19歳までの女性を主な学習者
としている。教育課程についても，一方はあらゆる教育要求に応じた多彩な内容を持ち，他方
は女性としての人間的教養と職業的教養を身に付けた社会人となるためのものが主体となって
いる。一方は地域の要求にしたがって，新製品を次々と市場に売り出すように新しいプログラ
ムで入学者の気を引こうとするが，他方は変化より安定した比較的恒久性のある教育課程であ
る。
あらゆる国際交流がそうであるように，相互に共通点が多いからでなく，異質で文化のパター
ンも考え方も異なるために， 一層交流に意義があるという観点に立たなければならない。
今，米国では民主主義社会を健康で力強く発展させ維持するために，何時でも， どこでも，
誰でも，何でも学べる，ユニバーサルな高等教育の段階にあるといえる。したがって，com-
munity colegeの中には exoffender（犯罪経験者）や受刑者のための教育プログラムすらあ
る程で，彼らが民主社会の足を号｜っ張らないように，彼らも民主社会の立派な構成員となるよ
うに高等教育の機会を与えようとしている。
我が国も，民主主義国家として，国民全体の知的水準を高めていかなければならないが，我
が国独自のユニバーサルな高等教育を求めていくのか，あるいは別の道があるのか，まだ国民
的な議論は起こっていない。中等教育後の教育への要求は潜在している状況から顕在し始めて
いる。我が国が米国から学び取るのは現在の大学の姿からではなく，これまでの成長の過程で
あろう。この過程は多方面の交流によって全体を把握できるものと考える。本稿では，多くの
課題を残したまま終える。
(1987・9・16)
